
市会議第７号 

 

   地方自治法第１８０条による市長専決事項の全部改正について 

 

 地方自治法第１８０条による市長専決事項の全部を次のように改正する。 

 

   平成１９年３月１３日提出 

 

                提出者  市会議員 青木 ヨシオ ほか４３名   

                      自民党市議団，公明党市議団， 

                      民主・都みらい 

 

   地方自治法第１８０条第１項の規定による市長専決事項 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき，市会の議決により，次に掲げる事項を市

長の専決処分に係る事項として指定する。 

 ⑴ 見積価格が１００，０００円以下の権利を放棄すること。 

 ⑵ １件５００，０００円以下の法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 

 ⑶ 訴訟物の価額が５００，０００円以下の訴えの提起（第５号に掲げるものを除く。）

に関すること。 

 ⑷ 訴訟物の価額が５００，０００円以下の訴訟事件の和解（次号に掲げるものを除く。）

に関すること。 

 ⑸ 市営住宅の家賃滞納に係る当該市営住宅の明渡し並びに滞納家賃及び損害賠償金の

支払についての訴えの提起（裁判上の和解を含む。）に関すること。 

 ⑹ 審査請求その他の不服申立て及び民事調停に関すること。 

 ⑺ 法律又は政令その他により特に緊急の必要がある場合において，財源を市税，使用

料及び手数料の改定若しくは新設に求めない５００，０００円未満の歳入歳出補正予

算又は１００，０００円以下の債務負担行為補正予算を定めること。 

 

提案理由 

 市営住宅の家賃滞納に係る当該市営住宅の明渡し並びに滞納家賃及び損害賠償金の支払

についての訴えの提起（裁判上の和解を含む。）に関することに係る市長の専決処分の範囲

を拡大するとともに，規定を整備する必要があるので提案する。 


